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1. 現在までの沿革 

 名古屋大学大学文書資料室は、『名古屋大学五

十年史』の編纂が終わり、その任務を終えた名古

屋大学史編集室を母体に、1996（平成８）年に名

古屋大学史資料室として設置されました。その後、

2001年に大学史資料室に改組されましたが、大き

な転換期になったのが、2004年の大学文書資料室

への改組です。 

 これによって、大学文書資料室（以下、本室）

は、名古屋大学における保存期間が満了した全て

の法人文書の移管を受け、室長の権限においてそ

の評価選別をおこない、歴史資料として重要なも

のを保存・公開する施設となりました。すなわち、

国立大学法人名古屋大学（以下、本学）の公文書

館として正式に位置づけられたのです。 

 その後、2011（平成23）年のいわゆる公文書管

理法の施行にともない、学内から歴史公文書等の

移管を受け、それらを「特定歴史公文書等」とし

て保存、公開することのできる「国立公文書館等」

として内閣総理大臣の指定を受け、現在に至って

います。 

 以下の記述は、とくにことわらない限り現在の

本室に関することです。 

2. 設置の目的 

 学内共同教育研究施設である本室の設置目的は、

学内規程によれば、「本学の法人文書及び歴史に

かかわる文書並びにその他の記録を管理し、調査

研究を行うとともに、本学情報の公開に積極的に

対応する」ためとされています。少し分かりにく

いですが、これは本室が本学の歴史資料館的な機

能と公文書館的な機能を合わせ持った機関である

ということです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 名古屋大学大学文書資料室（本部５号館） 

 

3. 業務の概要 

3.1 歴史資料の受け入れ・保存・公開 

 本学のアーカイブズである本室の業務の中心は、

何と言っても本学の歴史に関する資料を受け入れ、

永久保存のための措置を施し、目録を作成して、

学内・学外者の利用に供することです。これは一

般のアーカイブズと同様です。本学関係者の個人

史料、同窓会や運動部・サークルなど関係団体の

史料のほか、本学による刊行物・印刷物（学生便

覧、シラバス、ニュースレター、パンフレットな

ど）を体系的に収集することにも力を入れていま

す。 

 そして本室は、公文書管理法に基づく国立公文

書館等の指定を受けているため、保存期間の満了

した非現用文書を歴史資料として取り扱うことが

できます。これが、指定を受けていない他の大学
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アーカイブズとは大きく異なります。ただし、本

室が学内から受け入れた法人文書史料（法的には

特定歴史公文書等）は、受け入れ、保存、公開と

いった全ての局面において、公文書管理法や内閣

総理大臣の定めたガイドラインに基づいた、より

厳正な取り扱いが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２ 事務室・受付カウンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３ 資料閲覧コーナー 

 

3.2 法人文書の評価選別に関する業務 

 前述のように本室は、公文書管理法施行前にお

いては、保存期間の満了した全ての法人文書の移

管を受け、室長の権限でその評価選別をおこなっ

てきました。しかし、公文書管理法の施行にとも

ない、評価選別（保存期間満了後の措置の決定）

は法人文書作成後のできるだけ早い時期に各事務

組織の文書管理者がおこない、これに総括文書管

理者（事務局長）が最終的な同意を与えるという

手順が学内規程に定められました。本室室長は、

評価選別の最終決定権者ではなくなったのです。 

 ただし、評価選別をおこなってから実際に移

管・廃棄されるまでには時間がかかり、その間に

移管・廃棄の判断が変わることもありえます。ま

た、公文書管理法において、行政文書は行政機関

による廃棄の際には内閣総理大臣の最終チェック

が必要とされているのに対し、法人文書はその規

定がありません。したがって、歴史的に重要な法

人文書が誤って廃棄される危険性が高いという面

があります。 

 そこで本学では、現用の法人文書が最終的に移

管・廃棄される段階において、本室がその是非を

最終チェックすることにしました。さらに、文書

管理者による評価選別についても、本室が選別基

準やマニュアルの作成に関与しています。本室で

は、行政機関等に係る国立公文書館の「専門的技

術的助言」に相当する機能を本学に対して果たす

ものとみなしています。 

 このように本室は、公文書管理法施行前から引

き続いて、現用の法人文書の評価選別にも関わる

ことになりました。 

 

3.3 所蔵資料の活用 

 本室の特徴として、所蔵資料の受け入れ、保存、

公開だけではなく、その活用に関わる業務を重視

していることがあります。 

 具体的には、『名古屋大学五十年史』の刊行後に

新しく受け入れた史料等を用いて、本学の歴史の

解明をさらに進めることです。そしてその成果を

積極的に学内外に発表し、高等教育史の発展だけ

ではなく、本学の歴史を情報発信することによる

広報活動の一環として、本学の運営にも寄与する

役割も担っています。発表の方法は、紀要や名大

史ブックレットなどの刊行物のほか、本学の歴史

をテーマとする企画展の開催、ホームページなど

があります。 

 また教育という面では、本学の全学教育科目「名

大の歴史をたどる」の開講や、新規採用職員への

講習などといった、いわゆる自校史教育を全国に

先駆けておこなってきました。 
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3.4 アーカイブズ学の研究 

 本室では、業務を通じての新しい経験や知見を

生かしつつ、アーカイブズ学（記録史料学）の研

究をおこなっています。また紀要では、本室のス

タッフだけではなく、学内他部局や学外からの投

稿も募集し、専門委員会による審査のうえすぐれ

た論稿を掲載しています。これは大学アーカイブ

ズとして、日本ではいまだ歴史が浅いアーカイブ

ズ学の発展に寄与するためです。 

4. 組織・施設 

 本室は、学内共同研究教育施設であり、センター

相当の部局の１つとして位置づけられています。 

 スタッフは、室長１名（併任教授）、室員１名（特

任助教）、事務職員６名（３名は週４日、３名は週

１日勤務）の計８名です。管理・運営に関わる委

員会として、総長および部局長会の構成員等から

なるセンター協議会と、全部局から１名ずつ選出

された23名の委員からなる大学文書資料室運営委

員会が設置されています。運営委員会は、センター

協議会から委任された事項、その他本室の運営に

関する事項を審議します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真４ 書庫内の様子 

 

 本室の施設は、本学東山キャンパスの外周道路

（公道）に面した本部５号館の一部約340㎡を使用

しています。そのほか、本部５号館隣の第１共同

利用施設１階約240㎡を書庫として使用していま

すが、これは本室の恒久的な施設ではなく、全学

共用教育研究施設としての建物を、１年更新を続

ける形で利用しているものです。 

5. 国立公文書館等の指定とその課題 

 前述のように、本室は2011（平成23）年の公文

書管理法施行と同時に国立公文書館等としての指

定を受けました。これをきっかけに、本室の本学

における公文書館としての認知度が高まり、それ

まで学内の事務組織に現用文書として保存されて

いた評議会や教授会の記録など、歴史的に重要な

法人文書の移管が劇的に進みました。これは、国

立公文書館等として指定を受けたことの大きなメ

リットです。 

 ただその一方で、指定を受けたことにより国か

ら予算措置があるわけではなく、スタッフの体制

も基本的にそのままです。国立公文書館等として

の体制の強化が求められるようになりました。 

 また前述のように、本室は法人文書史料だけで

はなく、本学に関係する個人および団体の史料等

も多く所蔵しています。これらの史料については、

いわゆる「歴史的資料等保有施設」（公文書管理法

第２条５および同法施行令第５～６条に基づいて

内閣総理大臣が指定）が取り扱うことが自然です。

ただ本室は、組織の規模等の問題があって法施行

時には改組をおこなうことができず、国立公文書

館等の指定のみを受けてきました。このため、本

室は法人文書以外の史料も特定歴史公文書等とし

て取り扱わざるをえず、さらに業務や施設面の負

担が増えることになりました。 

6. 来年度からの新組織へ 

 こうした事態を打開するため、来年度から本室

の体制の強化がはかられることになりました。 

 まず本室を本部直属の運営支援組織とし、室長

を理事が兼務して、学内における位置づけを強化

するとともに、よりフレキシブルに行動できる組

織とすることにしました。 

 さらに室内を２つの部門に分け、１つめの部門

は公文書（法人文書）に関する業務を担当し、２

つめの部門は公文書以外の歴史資料に関する業務

および本学の創立100年史編纂の準備に関する業
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務などを担当することになりました。本室の国立

公文書館等としての指定はそのままに、２つめの

部門が「歴史資料等保有施設」の指定を受ける予

定です。本室の公文書館的機能を公文書部門が、

歴史資料館的機能を歴史資料・大学史編纂部門が

担うことになります。これは、国立大学のアーカ

イブズでは広島大学文書館と似た組織構成です。 

 スタッフの面でも、公文書部門長を総務部長が

兼務するとともに、同部門の専門職員を、本学職

員ＯＢなどを再雇用する形で任用する予定です。 

7. おわりに 

 本室は、設置以来の地道な活動が実り、本学の

歴史資料館として定着したと言ってよいと思いま

す。また、公文書館としての活動も、国立公文書

館等としての指定と今回の新組織化によって、軌

道に乗っていくことが期待されます。 

 国立大学法人への運営費交付金が削減の一途を

たどっている今日、書庫の整備や拡充の問題など、

難題はありますが、いろいろと工夫して解決の道

を模索していきたいと思います。 
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